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 我が国では人口減少社会に対応した集約型都市構造への転換が求められており，公共交通を活用したコ

ンパクト+ネットワークが提唱されている．しかしながらその実現のための都市政策は，政策の効果をイ

メージしづらく，特に LRTなどの新交通の導入は都市に与える影響が大きいために，市民の理解を得にく

いのが現状である．そこで本稿では国土交通省が主導する「Project PLATEAU」などと連携して，都市交

通政策の推計効果を視覚的に発信する仕組みを提案する．具体的には，栃木県宇都宮市に導入が予定され

ている LRTを対象とし，応用都市経済モデルを用いて，LRTの導入を中心とした都市政策シナリオについ

て都市に与える影響を定量的に評価する．その影響評価を 3D 都市空間上に投影し，その活用方策につい

て提案する． 
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1. はじめに 

 

 我が国では，高度経済成長期以降の都市人口の急増や

モータリゼーションの進展などにより，地方都市におい

てスプロール化が進行してきた．少子高齢化により生産

年齢人口が減少するなか，一人当たりインフラ維持費用

の増大，住宅地の密度低下，公共交通の縮小などが懸念

されている．このような課題をうけ，2012に改正された

都市再生特別措置法では，都市機能や居住の集約を目指

した立地適正化計画制度が創設された．2021年5月10日

時点で 328の団体が立地適正化計画を策定，公表してお

り注 1)，都市機能や人口を集約するコンパクト+ネットワ

ークの実現を目標に掲げる地方都市が増加している．コ

ンパクト＋ネットワークは「国土のグランドデザイン

2050」の中で提唱された地域づくりのキーワードであり，

都市機能を集約したコンパクトな圏域を公共交通ネット

ワークで結ぶことで，人口減少化においても効率的な都

市圏を形成することを目的としている．このネットワー

クの部分を担う公共交通として，LRTが期待されている
注 2)．LRT とは，乗降の容易性，定時性，速達性，快適

性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通シ

ステムであり，海外都市においては 389都市（2019年時

点）注 3)に導入されているが，我が国では富山県富山市

の１事例のみにとどまっている．この理由として，青山
1）は１）パラダイム転換への理解不足，２）社会的便益

への認識不足と計測困難さ，３）合意形成の難しさ，４）

整備と運営のための財源不足を挙げている．３）は，自

動車やバスの利用者割合が多い地方都市において特に難

しくなる．その一因として，LRTが既存の道路アセット

の一部を占有することによる渋滞の懸念がある．一方で

LRTの導入による自動車交通流への影響が軽微なことは

大賀ら 2)の研究などで明らかにされており，こうした都

市政策の影響分析について，一般市民の理解を促す機会

やツールの必要性が浮き彫りになっている． 

ところで近年，都市計画分野での DX推進の動きが活

発化している．2021年には，デジタル田園都市国家構想

実現会議にて，デジタル田園都市国家構想の中で今後中

長期的に取り組んでいくべき施策の全体像として，１）

デジタル基盤の整備，２）デジタル人材の育成・確保，

３）デジタル実装による地方の課題解決，４）誰一人取

り残されないための取組の４つの柱が据えられた．国土

交通省の主導する「 Project PLATEAU」（以下，

PLATEAU）では2020年から3D都市モデルをオープンデ

ータとして公開しており，Web上で誰もが自由に都市空
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間のデータを得ることが可能である注 4）．こうした潮流

において，今まで理解が得られにくかった都市政策につ

いて，その影響予測や効果を簡便に理解する機会やツー

ルの議論を行う必要がある． 

 そこで本稿では，栃木県宇都宮市を対象として，LRT

の導入を軸とした複数の都市政策シナリオについて，応

用都市経済モデル（以下，CUEM）を用いた政策評価を

行う．その結果を Project PLATEAU にて視覚的に表現す

ることで，都市政策の影響評価の可視化について，活用

方策や課題の整理を行う． 

 

 

2. 都市計画における可視化の現状 

 

 ここでは，日本国内における都市計画の可視化プロジ

ェクトについて代表的なものをまとめる． 

 

(1) Project PLATEAU 

 PLATEAU は，国土交通省が進める 3D 都市モデル整

備・活用・オープンデータ化事業であり，2022年 9月現

在で全国 56都市の 3D都市モデルの整備が完了している．

3D 都市モデルとは，現実の都市に存在する建築物や道

路などの 3次元形状と意味情報を含有する地理空間デー

タであり，国土交通省都市局によって標準データモデル

が定められている．整備されたデータは一般社団法人社

会基盤情報流通推進協議会が運用するG空間情報センタ

ーにてオープンデータとして公開されている． 

 また民間事業者と連携してユースケースの開発が進め

られており，2022年9月現在，PLATEAUのHP上にて46

件のユースケースが紹介されている注 4)．中でも都市政

策への活用事例として，都市 OS と連携した都市政策シ

ミュレーション（香川県高松市）や，都市構造シミュレ

ーション（栃木県宇都宮市）がある． 

 

(2) 都市構造可視化計画 

 日本都市計画学会都市構造評価特別委員会と，福岡県，

国立研究開発法人建築研究所は HP 上にて都市構造可視

化計画ウェブサイト注 5)を共同で公開している．ここで

は国勢調査や事業所・企業統計など，一般に公開されて

いるメッシュデータをGoogle Earth Proを用いて地図上に

表示している． 

 2021年には，同基盤を活用した高校地理教育用教材と

して「地域見える化GISジオグラフ」注6)を公開しており，

高校の地理総合の授業などでの活用が見込まれている． 

 

(3) その他の既往研究 

 柴田ら 3)は GISをベースとした将来シミュレーション

について，都市の長期ビジョンを住民参加型で検討する

場合において，現世代の意思決定が将来世代に及ぼす影

響について，比較的容易に理解する手法の一つとして有

益であるとしている． 

 

 

3. 都市政策評価モデルの概要 

 

(1) 応用都市経済モデルの概要 

 CUEMとは，土地利用交通モデルの一つである．トリ

ップ費用が交通需要予測に基づいて算出されるため，都

市内交通の導入効果を正しく反映させやすい点，立地選

択モデルがミクロ経済学に基づいており論理整合性が高

い点が特徴である．CUEMを用いてLRTの導入効果の推

計を行ったものとして𠮷田・森本 4)の研究がある．本稿

では𠮷田・森本の研究を基にモデルを構築し，都市政策

の評価を行う．図-1 にモデルの全体構造を示す．モデ

ルの主な前提条件は以下の通りである． 

• 各ゾーンにおける同一用途内は均質である． 

• 対象地域の総人口は外生的に与えられ，地域外と

の交流はない（閉鎖都市）と仮定する． 

• 家計は効用最大化に従って立地選択を行い，建物開

発者と地主は利潤最大化に従って行動する． 

 

(2) 応用都市経済モデルの構造 

(a) 交通市場モデル 

 村上ら 5)の用いた手法と同様に，四段階推定法を用い

てゾーンごとのトリップ費用を求める． 

 まずは現況の交通量を再現する．発生集中交通量，分

布交通量，分担交通量は宇都宮都市圏 PT データを使用

し，配分交通量は再現した道路ネットワークを基にワー

ドロップの利用者均衡配分を用いて推計する．通勤トリ

ップにおいては，ピーク 1時間の集中率を OD別に求め，

図-1 応用都市経済モデルの構造 
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それを分布交通量に乗じることで，ピーク時の道路交通

を再現する． 

 次に人口分布を基にして将来交通量を推計する．発生

集中交通量はメッシュ別の人口増減比から求める．分布

交通量は現在の分布パターンを適用する現在パターン法

で計算する．分担交通量は非集計ロジットモデルを用い

て予測する．配分交通量は現況と同様利用者均衡配分を

行う．LRT開業に伴う車線減少区間では，交通容量を変

化させる． 

 以上の OD間の交通分担率と，リンク間の旅行時間を

基に，交通機関別のトリップ費用を算出する． 

(b) 土地・建物市場モデル 

 ここでは，地価と賃料を変化させることで家計と開発

者，開発者と地主の需給の一致点を求める． 

 家計はゾーンの代表的一人を仮定し，所得制約の下で

自身の効用を最大化するように合成財，建物床面積，私

事トリップを消費し，その効用値に基づいて居住地選択

を行う．効用を最大化したときの効用関数𝑉𝑖は式(1)の

ように表される． 

𝑉𝑖 = 𝑙𝑛𝐼𝑖 − 𝛼𝑎𝑙𝑛𝑅𝑖 − 𝛼𝑥𝑙𝑛𝑞𝑖
𝑃 + 𝐶 (1) 

𝐶 = 𝛼𝑧𝑙𝑛𝛼𝑧 + 𝛼𝑎𝑙𝑛𝛼𝑎 + 𝛼𝑥𝑙𝑛𝛼𝑥 (2) 

𝑖：メッシュを表す添え字，𝛼𝑧，𝛼𝑎，𝛼𝑥：消費の分配パ

ラメータ，𝐼𝑖：平均所得，𝑅𝑖：住宅建物賃料，𝑞𝑖
𝑃：私事

トリップ費用 

 効用関数に含まれていない，住環境や地域的要因など

のゾーン固有の指標𝜏𝑖を加えた立地魅力度から，ロジッ

トモデルによってゾーン𝑖の立地選択確率𝑃𝑖は式(3)のよ

うに求まる． 

𝑃𝑖 =
exp⁡(𝜃(𝑉𝑖 + 𝜏𝑖))

∑ exp⁡(𝜃(𝑉𝑖 + 𝜏𝑖))𝑖

(3) 

𝜃：立地選択モデルのロジットパラメータ 

 これに将来都市総人口𝑁を乗じることで，ゾーン𝑖の

将来人口𝑁𝑖が求められる（式(4)）．またゾーン𝑖の住宅

建物床需要量𝐷𝑖はこれに一人当たり建物床面積消費量

𝐴𝑖を乗じた量である（式(5)）． 

𝑁𝑖 = 𝑁 ∙ 𝑃𝑖 (4) 

𝐷𝑖 = 𝐴𝑖 ∙ 𝑁𝑖 (5) 

開発者行動については，堤ら 6)と同様に開発者の静学的

行動モデルを用いる．開発者は各ゾーンに一人ずつ存在

すると仮定し，建物市場において家計，地主とそれぞれ

取引を行う．資本と土地を生産要素財とし，容積率規制

内で建物生産による利潤を最大にすると仮定する．建物

の除去，耐久性，最適開発時点などの動学的な要素は考

慮しない．このとき，利潤を最大化する建物床供給関数

𝑄𝑖と土地需要関数𝐿𝑖は式(6)，(7)で表される． 

𝑄𝑖 = 𝜙1 ∙ 𝑅𝑖

𝑎+𝑏
1−𝑎−𝑏 ∙ 𝑟

𝑖

−
𝑎

1−𝑎−𝑏 (6) 

L𝑖 = 𝜙2 ∙ 𝑅𝑖

1
1−𝑎−𝑏 ∙ 𝑟

𝑖

−
1−𝑏

1−𝑎−𝑏 (7) 

𝑟𝑖：土地地代，𝑎，𝑏，𝜙1，𝜙2：パラメータ（ただし，

0 < 𝑎 + 𝑏 < 1） 

ただし，𝑄𝑖が指定容積率による制限を超える場合，開

発者の建物床供給関数，土地需要関数は式(8)，式(9)の

ようになる． 

𝑄𝑖 = 𝑄𝑖̅ (8) 

𝐿𝑖 =
𝑄𝑖̅

𝜇𝑖
(9) 

ここで，𝑄𝑖̅：指定容積率から算出される限界可能建物

床面積，𝜇𝑖：指定容積率である． 

 不在地主は各ゾーンに一人ずつ存在し，開発者に対し

て利用可能な土地を提供することで，地代収入を得る．

利潤を最大化する地主の土地供給行動は式(10)のように

表される． 

𝑦𝑖 = (1 −
𝜎𝑖
𝑟𝑖
) 𝑌𝑖

𝑂 (10) 

ここで，𝑦𝑖：土地供給面積，𝑌𝑖
𝑂：供給可能な土地面積，

𝜎𝑖：パラメータである． 

 本モデルでは，立地，土地市場，建物市場のそれぞれ

の均衡を考える．立地均衡が成立している状態とは，パ

レート最適の状態であり，家計が居住地選択を変更して

も効用を向上させることができない状態である．土地市

場と建物市場の均衡条件は，全てのゾーンで開発者の土

地需要（式(7)）と地主の土地供給量（式(10)），及び

家計の建物床需要（式(5)）と開発者の建物床供給（式

(6)）が合致することである． 

 

(3) シナリオ評価指標の概要 

 Newman・Kenworthy 注 7) は持続可能な都市について，

環境，経済，社会の 3 つの構成要素（Triple Bottom Line : 

TBL）が重要であるとしている．LRT を都市に導入する

主目的は，持続可能な都市の実現であるため，TBLを用

いて評価を行うことが望ましい．本稿では CUEM の将

来推計結果を用いて，TBLの観点からシナリオを評価す

る．以下に本稿で考慮する評価指標について示す． 

(a) LRT沿線居住人口 

社会面からはLRTの人口誘導効果を考慮し，LRT沿線

1km 圏内に居住する人口を評価する．1km とは国土交通

省などで用いられている駅勢圏の半径であり，この地域

に居住している人々は LRT の電停までに徒歩でも無理

なく向かうことが可能である． 

(b) 固定資産税 

経済面からは固定資産税を評価する．固定資産税が人

口の集積に伴う都市構造の変化に直接影響を受けやすい

ことは森本 7)の分析で明らかにされている． 

CUEモデルによって得られた地価分布を基に，垂水ら 8)
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の式(11)を用いて土地の固定資産税を推計する． 

𝛥𝑃𝑡 = 𝛥(𝑟𝑖
𝐻/𝑖𝑟 × 𝑦𝑖) × 0.7 × 1/6 × 0.014 (11) 

𝑖𝑟：社会的利子率（4%） 

(c) 自動車通勤による CO2排出量 

環境面からは LRT の導入によって自動車の利用率が

下がることが期待されていることから，自動車通勤によ

る CO2排出量に着目する．あるゾーン iにおける CO2排

出量はゾーン i 発のトリップ長と二酸化炭素排出係数の

積で推計する．二酸化炭素排出係数は大城ら 9)を参考に

して 167.6 [g- CO2/km]を用いる． 

 

 

4. 都市政策シナリオの概要 

 

(1) 対象地の概要 

 本稿では栃木県宇都宮市の市街化区域を対象に，用途

地域が工業専用地域である地域を除いた 458 個の 500m

メッシュ（図-2）を用いて分析した．宇都宮市では，

2023 年に開業予定である LRT を東西の基幹交通として

公共交通沿線に拠点を整備し，その周辺に人口を集約さ

せるネットワーク型コンパクトシティを目標とした立地

適正化計画が策定されている注 8)．この計画では，公共

交通空白地域の解消を目的として，LRT開業とともにバ

スネットワークの再編が予定されている．また，市街化

区域内に居住誘導区域を設定し，財政施策などの居住誘

導施策を行なっている．しかし市街化区域内は既成市街

地が広がっており，新たに居住目的で開発することが可

能な土地は少ない．ただ，実際の住居用建物の容積率は

指定容積率に満たないゾーンが多く，再開発などによる

土地の高度利用の余地は未だ残されている． 

 

(2) 都市政策シナリオの設定 

 本稿ではいくつかの都市政策シナリオを設定し，宇都

宮市が策定する立地適正化計画の目標年次である 2050

年注8)を収束年として将来推計を行う． 

 まずLRTが開通しなかった場合を「LRT導入なしシナ

リオ」として将来推計を行い，他のシナリオとの比較に

用いる．「LRT導入シナリオ」では，2023年に芳賀・宇

都宮で開業予定の LRT が運行されることによるトリッ

プ費用の減少を考慮する．「交通体系再編シナリオ」で

は，LRTの開通に加えて宇都宮市の立地適正化計画にて

予定されている市内のバスネットワークの再編によるト

リップ費用の減少を考慮する．また居住誘導施策として，

宇都宮市で実施されている「ようこそ宇都宮へ フレッ

シュマン・若年夫婦・子育て世帯等家賃補助制度」と，

既に LRT が導入されている富山県富山市にて実施され

ている「まちなか住宅家賃助成事業」を参考にシナリオ

を設定する．前者は居住誘導地域への移住に最大 6万円

の家賃補助を行っており，後者は特定の地区への転入に

対して最大で 1万円/年（補助期間 3年）の家賃補助を行

なっている．それぞれのシナリオで給付金を助成する範

囲を図-3に示す．CUEモデルでは家計の所得𝐼𝑖に助成金

を加えることで反映する． 

 

(3) 使用するデータ 

 対象地域において居住用途で使用されている土地面積

と建物床面積は都市計画基礎調査のデータを 500m メッ

シュごとに集計することで求めた． 

 また CUE モデルにおける土地開発者及び地主の行動

に関する各種パラメータは現況を再現するようにキャリ

ブレーションによって求めた． 

 

 

 

 

 

    

    

           

       

            

       

            

     

      

    

     

    

      

        

図-2 対象圏域及びゾーン区分 

 

図-3 シナリオの対象範囲 
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5. 都市政策の影響の可視化 

 

(1) 都市政策シナリオの評価 

 表-1に4章にて設定した都市政策シナリオについて，

各評価指標ごとに「LRT導入なしシナリオ」との差を算

出した結果を示す．この表から，「LRT導入シナリオ」

では「LRT導入なしシナリオ」に対して各評価指標にお

いて正の効果があることや，LRTの開通に加えて居住誘

導地域への補助金を給付することによって，固定資産税

の更なる増収が見込めることが示された．このように，

都市政策シナリオごとの影響について，複数の評価項目

を提示することで，都市政策の導入検討などの将来像の

検討において，定量的に理解することを可能にしている．

TBLの観点から持続可能な都市の実現を目指す上でも，

こうした包括的な評価モデルは有用である． 

 

(2) シナリオ評価の可視化における課題 

 一方で，表-1 のように，数字の列挙に留まった影響

評価の提示には，実際の都市との関連がイメージしづら

いという課題がある．例として，特定の地域では人口は

増加するが，他の地域では減少するといったような，地

域ごとの影響の違いを把握することが困難である点が挙

げられる．従来の手法として，図-4のようなGISをベー

スとした 2Dの画像データ（2D-GISデータ）による可視

化がある．図-4 は LRT の開通に加えて都市政策を実施

した場合の居住人口の増減について，各シナリオごとに

LRT導入シナリオに対する比率をとった図である．この

手法の課題として，都市政策シナリオや評価指標が増加

した場合には比較が難しくなる．例えば，住民説明会や

ワークショップにおいては，参加者が求める政策内容や

評価指標は多岐にわたる．これらの要求に対して，事前

に都市政策シナリオと評価指標の全ての組み合わせにつ

いて 2D-GIS データを用意することは現実的でない．ま

た 2D-GIS データでは，俯瞰的な特徴を捉えることには

向いているが，どういった場所で人口や固定資産税が増

加しているのかなどといった，地理的データや構造物と

紐づいた狭域的な理解を得るには不向きである． 

 

(3) PLATEAUを活用した可視化の検討 

 先述の課題に対して，PLATEAU の活用は一つの解決

策となり得る．PLATEAUではCityGMLやGeoJSONとい

った GISデータを HP上で反映させることが可能である．

なお PLATEAUのソースコードも公開されているため，

自治体など利用機関ごとに独自のプラットフォームを構

築することも可能である．宇都宮市の 3D 都市モデルと

LRT 開通シナリオにおける固定資産税増加額を

PLATEAU 上で重ねた様子を図-5 に示す．PLATEAU で

図-4 2D-GISデータによる各シナリオの比較の例（LRT導入シナリオと比較した人口増加率） 

 

表-1 シナリオ別の将来推計の結果（差：LRT導入なしシナリオ） 

 

図-5 PLATEAUを用いた都市政策の影響の可視化

の例 
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は設定によってGISデータに紐づいたパラメータを対話

的に変更することが可能であり，プルダウンを用いるこ

とでシナリオを変えて比較を行うことが可能である．こ

うした対話的なパラメータの変更は，従来の受働的な政

策説明に比べて，参加者の理解が得やすくなることが期

待される． 

 

(4) 政策評価への応用 

 本稿で提案した PLATEAUを活用した政策評価の検討

は，都市政策の事前評価だけでなく，事後評価にも活か

すことが可能である．図-6 に示すように，政策の施行

前は，研究機関と行政が用意した都市アセットに政策の

影響評価分析の結果を重ね合わせ，一般に提供する．

PLATEAU は一般に公開されているため，市民と行政の

間で活発な意見交換が行われることが期待される．政策

の施行後も，自治体が継続的な観測データを提供するこ

とで，政策の事前評価と事後評価を見比べることができ，

政策の修正や，今後の政策提案の改善に繋げることが見

込める． 

 また，こうした政策評価の仕組みを汎用的に普及させ

るためには，包括的な政策評価モデルの存在が不可欠で

ある．本稿で用いたCUEMでは，LRTの開通のような鉄

道計画や居住誘導施策といった都市計画に加え，道路計

画など様々な施策を入力することが可能である．また，

経済・社会・環境といった横断的な指標の出力にも対応

しており，こうした都市・国土の空間構造について土地

利用や交通の観点から複数の横断的な評価が可能なモデ

ル（図-7）の必要性については以前より指摘されている
3)． 

 一方で本稿で検討した都市政策の可視化について課題

も山積している．その一つはオープンデータの普及率で

ある．本稿で用いた PLATEAUの 3D都市モデルは 56都

市（2022年 9月時点）に留まっている．本稿の分析にお

いても，本来は LRT の開通が予定されている栃木県宇

都宮市・芳賀町の両市町のデータを用いた分析を行うべ

きだが，データの制約から行われていない．また，3D

都市モデルの利点を活かしきれていない点も課題である．

3D 都市モデルは既存の 3 次元データとは異なり，建築

物の用途や建築年といった意味情報を保持することがで

きる点で特徴がある注 9)．しかし本稿の分析においては，

メッシュごとの影響評価を行ったため，既存の 3次元デ

ータとの差異化が行われていない．今後は 3D 都市モデ

ルに紐づけられた意味情報を活用した政策評価モデルの

開発を行う必要がある． 

 

 

6. おわりに 

 

 本稿では，LRTの導入を基軸とした都市政策について，

その影響評価を PLATEAU上で可視化することで，既存

の政策評価と比べて，より直感的な理解を得る可能性に

ついて検討した．特に対話的な可視化を行うことで，ま

ちづくりへの主体的な参加に繋がることが期待される．

宇都宮市を対象として，国土数値情報など多くの自治体

で整備されている既存情報や，PLATEAU で配布されて

いるオープンデータを用いることで，汎用的な都市の将

来像の検討手法として提案できる．その際には，本稿に

おいては TBL に基づいて政策の評価を行ったように，

単一面ではなく包括的な評価を行う必要がある． 

 今後は本稿で行った政策評価について，3D 都市空間

への可視化が従来の可視化と比べて直感的な理解に繋が

るのか，また，まちづくりへの参加意向が増すのかにつ

いてアンケートを通して把握していく予定である． 

 

NOTES 

注1)  国土交通省：各都市における立地適正化計画作成の

主な取組，https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_c

ity_plan_fr_000051.html,（閲覧日 2021 年 7月 20

日）． 

注2)  国土交通省：LRT等の都市交通整備のまちづくりへ

の効果，https://www.mlit.go.jp/common/000139693.pdf,

（閲覧日 2021年 7月 20日）． 

注3)  UITP: THE GLOBAL TRAM AND LIGHT RAIL LAND

SCAPE, https://cms.uitp.org/wp/wp-content/uploads/2020

図-7 3D都市データを中心とした政策評価の概念 

 

     
     

      
       
       

     

             

              
    

 
     

      
  

     
     
      

 
     

         
  

 
       

    
  

    
   
       

     
    

    

図-8 包括型政策評価システムの概要 
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/09/Statistics-Brief-World-LRT_web.pdf, (2021/11/8)． 

注4)  国土交通省：PLATEAU，https://www.mlit.go.jp/platea

u/，（閲覧日 2022年 9月 20日）． 

注5)  福岡県，国立研究開発法人建築研究所，日本都市計

画学会都市構造評価特別委員会：都市構造可視化計

画 Web サイト，https://mieruka.city/，（閲覧日 2022

年 9月 10日）． 

注6)  帝国書院，都市構造可視化推進機構：地域見える化

GIS ジオグラフ，https://www.geograph.teikokushoin.c

o.jp/，（閲覧日 2022年 9月 10 日）． 

注7)  Newman, P. and Kenworthy, J., Sustainability and Cities: 

Overcoming Automobile Dependence, Island Press, p. 4, 

1999. 

注8)  宇都宮市：宇都宮市立地適正化計画|宇都宮市公式 W

eb サイト，https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/shisei

/machizukuri/1014948/1009282.html,（閲覧日 2021年 7

月 20日）． 

注9)  国土交通省：大都市圏整備：都市空間情報デジタル

基盤構築支援事業（PLATEAU 補助制度）ポータル, 

https://www.mlit.go.jp/toshi/daisei/plateau_hojo.html,

（閲覧日 2022年 9月 10日）． 
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A STUDY ON VISUALIZATION OF THE IMPACT OF LRT INTRODUCTION ON 

URBAN SPACE 

 

Hinata YOSHIDA, Akinori MORIMOTO 

 
In Japan, there is a need to shift to a more intensive urban structure to cope with a society with a declining 

population, and “compact + network” utilizing public transportation has been proposed. However, it is 

difficult to visualize the effects of urban policies to realize such a shift, and in particular, the introduction 

of new transportation systems, such as LRT, has a large impact on cities, making it difficult to gain the 

understanding of citizens. Therefore, this paper proposes a mechanism to visually communicate the esti-

mated effects of urban transportation policies in cooperation with "Project PLATEAU" led by the MLIT. 

Specifically, we target the LRT, which is scheduled to be introduced in Utsunomiya City, and quantitatively 

evaluate the impact on the city of urban policy scenarios centered on the introduction of the LRT using an 

applied urban economic model. The impact assessment is projected onto a 3D urban space, and measures 

for its utilization are proposed. 
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